
 

204 

 

第3節 我が国企業の海外市場との関わりと海外展開推進に向けた課題 

前節では、我が国企業のグローバルな事業活動に伴うリスクについて、主に調達行動に焦点を当

てて、実態と課題について整理を行ったが、本節では、我が国企業の更なる海外展開の推進に向け

て、我が国企業と海外市場との密接な関わりの実態や、企業の実情に沿った海外展開の課題につい

て取り上げる。より具体的には、本節の前半では、企業間の取引関係を分析することで、自社が、

直接、輸出を行っていない場合でも、大半の国内企業が間接的に海外市場とつながっていることを

明らかにする。本節後半では、企業アンケートを基に、輸出に焦点を当てて、直接輸出、間接輸出、

輸出に関わっていないという段階ごとに、海外展開に向けた課題を検討していく。 

1.  企業間取引に見る海外市場との関わり 

(1) 直接輸出と間接輸出 

ここでは「海外市場との関わり」として、輸出に焦点を当てて、我が国の国内に立地する企業の

うち、どのくらいの割合の企業が海外市場とつながりを有しているかを見てみる。その際に、直接、

輸出に従事している企業だけでなく、間接的に輸出に関わっている企業についても併せて考察する。

例えば、輸出を行っている製造業企業に対して、生産のための部材を納入している場合や輸出商社

などに対して、製品を納入している場合なども、海外市場につながっていると考えられる。 

 輸出に焦点を当てた類型として、第 II-2-3-1図のような企業類型を考える。輸出を行っている

企業を「直接輸出企業」とし、「直接輸出企業」に連なる取引関係を持つ企業を「間接輸出企業」

と見なす。具体的には「直接輸出企業」を販売先に持つ企業を「1次間接輸出企業」、さらにその

企業を販売先に持つ企業を「2次間接輸出企業」というように、4次までの間接輸出を考える216。

「それ以外の企業」は、海外市場との関係が弱い、主として国内市場に立脚する企業と考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
216 厳密には、5次以降も海外市場とつながりを持つことが考えられるが、海外市場からしだいに遠くなること、後で見

るように対象となる企業数が限られていくこと等から、ここでは仮に 1次～4次までを間接輸出と見なした。また、

企業の取引関係というデータの制約上、生産工程における部材の供給だけでなく、生産設備の提供（設備投資関係）

も含まれることになる。このため、ここでは海外市場に連なるビジネスの連鎖という観点から、設備投資も含めた広

い意味での輸出について考察することになる。 
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外展開の実態及び課題把握に関するアンケート調査」218を利用した。同調査では、輸出に焦点を

当てた海外進出の現状、今後の事業展開、課題や問題などを調査している。 

(1) 主要輸出先・顧客 

まず、企業のプロフィールをつかむため、輸出先や顧客を概観する。主要輸出先について、直

接輸出又は間接輸出を行っている企業に聞いた結果、最も多い回答が中国で、業種や輸出形態に

もよるが、約半数の企業が中国向けの輸出に携わっている（第 II-2-3-7図）。次に多い輸出先が米

国で、製造業では 4割以上の企業が対米輸出を行っている。3位以下に台湾、韓国、タイと続

き、上位 10位までのうち、8か国・地域がアジアであることから、アジア向け輸出に従事する企

業が多いことが分かる。そのほかの地域に関しては、10位のドイツ以下、英国、フランス、イタ

リア等の欧州諸国や豪州、カナダ、メキシコなども主要輸出先に入っている。なお、業種・輸出

形態別に見ても、個々の国・地域の順位はずれても、中国を始め、アジア向け輸出が多い傾向は

共通している。製造業の直接輸出企業が最も幅広い国・地域に輸出をしており、卸・小売業の直

接輸出企業、製造業の間接輸出企業が続いている。 

第 II-2-3-7 図 アンケート回答企業の主要輸出先 

 

備考：複数回答可。グラフは製造業企業（直接輸出・間接輸出）、卸・小売業企業（直接輸出）の合計で上位から表示。 

資料：株式会社東京商工リサーチ「令和 5 年度我が国企業の海外展開の実態及び課題に係るアンケート調査」から作成。 

 

次に回答企業の輸出の顧客である納入先を見ておく。まず、直接輸出をしている企業の特徴とし

て、①主要納入先の業種は、海外に所在する商社等の卸・小売業が最も多く、次いで加工組立型製

造業となっている（第 II-2-3-8図）。特に輸出者が卸・小売業の場合は、海外の卸・小売業を顧客と

する割合が大きい。また、②輸出企業の従業員規模別に見れば、規模の小さい企業よりも大きい企

 
218 アンケート実施期間：2024年 1月～2024年 2月。調査対象：東京商工リサーチのデータベースの中から、日本に

所在する海外現地法人を持たない企業であり、①直接輸出をしている（製造業、卸・小売業）、②間接輸出をしている

（製造業のみ）、③直接輸出、間接輸出のいずれもしていない（製造業のみ）企業を抽出。調査方法：配布・回収とも

郵送。発送：11,750社、有効回答数：3,035社、回収率：25.8%。なお、集計に当たって、業種や従業員規模など

は、同社の企業データベースの情報を利用した。 
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幅広い項目が超えるべきハードルとして強く認識されている。これらの項目はほぼ同率で並んでお

り、多様な課題に対処していく必要があることを示唆している。同様に「新たな輸出先開拓」を目

指す企業は「海外市場向けの商品開発」(39.7%)、「規制、制度、商習慣の情報不足」(37.5%)、「信

頼できるサプライチェーン」（34.9%）、また、「既存輸出先でのシェア拡大」を狙う企業は「需要、

商品価格、為替等の変動リスクの管理」(40.3%)、「海外向けの商品開発」（35.2%）、「資金・人材確

保を含む供給能力の拡大」（32.7%）を始めとして、多くの項目に関心を寄せている。 

一方、今後の事業展開を「輸出の縮小」と回答した企業の場合、「需要、商品価格、為替等の変動

リスクの管理」(28.0%)のほか、「地政学や安全保障上のリスク」(24.0%)、「信頼できるサプライチ

ェーン」(20.0%)を課題として挙げている。 

第 II-2-3-11 表 「今後の事業展開」と「今後、海外展開を行う上での課題認識」（直接輸出企業） 

 

備考 1：事業展開は一つを選択、課題や問題は複数回答可。両方の質問に回答した企業で集計。 

備考 2：表中の事業展開や課題認識の表現は、簡略化してある。 

備考 3：数値の高い項目には着色した。20%台は黄色、30%台は緑、40%台は青、50%以上は紺。 

資料：株式会社東京商工リサーチ「令和 5 年度我が国企業の海外展開の実態及び課題に係るアンケート調査」から作成。 

 

(3) 間接輸出企業の今後の事業展開と課題 

 次に直接輸出は行っていないが、間接輸出を行っている企業を見てみる。今後の事業展開で

は、全体の約半数の企業が「現状維持」（51.2%）と回答した（第 II-2-3-12図）。次いで「間接輸

出を通じた販路拡大を目指していきたい」（32.2%）が多く、3位に「分からない」（10.2%）が続

いた。積極的な「現地法人の設立など、直接海外に進出してビジネスを行いたい」（2.4%）や「間

接輸出を直接輸出に切り替えたい」（1.4%）、反対に「間接輸出は今後縮小していく予定」

（1.6%）との回答は限られていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：%）

(a)海外

向けの商

品開発

(b)市場に

関する情

報不足

(c)規制、

制度、商

慣行等に

関する情

報不足

(d)輸出

入制度に

関する情

報不足

(e)調査に

関する資

金・ノウハ

ウ不足

(f)資金・

人材確保

を含む供

給能力の

拡大

(g)信頼で

きるサプラ

イチェーン

(h)地政

学や経済

安全保障

上のリスク

(i)知的財

産権に係

るリスク

(j)需要、

商品価

格、為替

等の変動

リスク

全体 28.5 23.1 21.6 14.7 12.3 23.2 26.3 14.0 13.5 33.3

①現地法人の設立(n=48) 37.5 33.3 31.3 25.0 14.6 29.2 43.8 22.9 18.8 47.9

②新たな輸出先開拓(n=232) 39.7 34.1 37.5 23.7 18.5 26.3 34.9 16.4 20.3 34.5

③既存輸出先でシェア拡大(n=159) 35.2 26.4 20.8 10.7 10.7 32.7 32.1 11.9 15.7 40.3

④現状維持(n=283) 18.4 13.4 10.6 8.8 8.1 16.3 15.9 11.3 8.1 28.6

⑤輸出の縮小(n=25) 4.0 8.0 8.0 12.0 8.0 4.0 20.0 24.0 0.0 28.0

⑥分からない(n=30) 10.0 13.3 6.7 10.0 13.3 23.3 10.0 13.3 6.7 20.0
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第 II-2-3-15 表 「今後の事業展開」と「現在、直接輸出を行っていない理由」（非輸出企業） 

 

備考・資料：第 II-2-3-11 表と同じ。 

 

今後の事業展開と現在、間接輸出を行っていない理由を見ると、直接輸出の質問と同様に、「製品

が国内向け」との回答が多い（第 II-2-3-16表）。特に「国内向け事業の拡大」、「現状維持」を選択

した企業であれば、おおむね半数が理由に挙げている。一方、「海外向け事業も行いたい」企業で

は、約 3割の企業は「製品が国内向け」と認めながらも、それ以上に半数近くの企業が「販売先・

納入先（商社等）が見つからないため」と回答している。 

第 II-2-3-16 表 「今後の事業展開」と「現在、間接輸出を行っていない理由」（非輸出企業） 

 

備考・資料：第 II-2-3-11 表と同じ。 

 

 ここまでの調査結果をまとめると、直接輸出企業の場合、今後の事業展開として回答企業の 4

割弱が現状どおり輸出を続けていくと答え、半数以上が、輸出先の拡大、輸出先は拡大せずとも

既存輸出先でのシェア拡大、現地法人設立などのさらなる海外展開など、前向きな方針を掲げて

いた。しかし、そのためには「需要、商品価格、為替等の変動リスク」、「海外市場向けの商品開

発」、「信頼できるサプライチェーン」、「資金・人材確保を含む供給能力の拡大」、「市場に関する

情報不足」、「規制、制度、商習慣に関する情報不足」など、様々な課題が超えるべきハードルと

して強く認識されている。 

間接輸出を行っている企業では、一部に現地法人の設立や直接輸出への切替えを考えている企

業がいるほか、間接輸出を通じた販路拡大を考えている企業が約 3割存在する。それら企業に共

通して、「人材確保や社内体制整備」、「情報やノウハウの不足」が直接輸出を行っていない理由と

して挙げられ、間接輸出を通じた販路拡大を考えている企業では、「収益以上にコストやリスクが

大きい」を挙げる企業も多い。 

（単位：%）

(a)製品が

国内向け

(b)情報

やノウハウ

の不足

(C)生産

能力が確

保できな

い

(d)投資

資金の不

足

(e)人材

確保や社

内体制

(f)収益よ

りもコスト

やリスクが

大きい

(g)既存

販売先

(商社等)

との調整

が難しい

全体 42.1 16.3 16.0 11.3 18.6 16.0 5.2

①海外向け事業も行いたい (n=77) 29.9 53.2 26.0 31.2 41.6 14.3 6.5

②国内向け事業の拡大 (n=326) 51.5 19.6 15.6 12.0 20.6 22.1 5.5

③現状維持 (n=426) 44.6 8.2 15.3 7.0 12.0 12.0 4.5

④事業の縮小 (n=32) 15.6 9.4 12.5 12.5 18.8 9.4 6.3

⑤分からない (n=138) 29.7 15.9 15.2 11.6 21.7 15.2 6.5

(a)製品が国内向

け

(b)販売先(商社

等)が見つからない

(c)生産能力が確

保できない

(d)既存販売先

(商社等)との調整

が難しい

全体 45.0 9.5 16.3 6.1

①海外向け事業も行いたい (n=76) 31.6 47.4 23.7 10.5

②国内向け事業の拡大 (n=309) 56.6 10.0 19.1 6.5

③現状維持 (n=413) 45.5 3.1 14.0 4.8

④事業の縮小 (n=31) 22.6 0.0 12.9 9.7

⑤分からない (n=133) 33.8 9.8 15.0 6.0
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直接又は間接輸出も行っていない企業の場合、製品が国内向けという製品特性が多くの企業か

ら指摘されているが、一部には海外向け事業も行いたいと考える企業も存在し、それら企業の半

分近くが直接輸出の場合は「人材確保や社内体制整備」、「情報・ノウハウの不足」、間接輸出の場

合は「販売先が見つからない」という問題を挙げている。この「人材確保や社内体制整備」は、

今後の事業展開について事業の縮小や分からないと答えた企業にとっても重要問題に挙げられて

いる。 

これら人材、情報、ビジネスマッチング、輸出開始に伴うリスクへの対応等の課題や問題を乗

り越えることができれば、我が国企業がより一層の海外展開を果たす可能性が開けることにな

る。また、近年の円安方向への動きは、輸出を新たに始める観点からは好機でもあり、この機を

逃さず、これまで輸出をしたことがない中小企業・地域企業でも、その準備や具体的な商談・輸

出を速やかに進められるよう、2022年 12月より、経済産業省、中小企業庁、JETRO及び中小機

構が一体となり、全国の商工会・商工会議所等とも協力しながら、①新たに輸出に挑戦する事業

者の掘り起こし、②専門家による事前の輸出相談、③輸出用の商品開発や売り込みに係る費用へ

の補助、④輸出商社とのマッチングや ECサイト出展への支援、などを一気通貫で行う「新規輸

出１万者支援プログラム」を実施している。こうした取組等により、中小企業・地域企業が輸出

を通じて更なる成長を実現できるよう万全の支援を実施していく。 

 

(5) 決定木を用いた今後の事業展開と海外展開の課題との関係に関する補足的な分析 

これまで見てきたように、アンケートの結果として、直接輸出企業、間接輸出企業、直接又は間

接輸出を行っていない企業のいずれについても、今後の事業展開についての考え方に対する回答と

して「現状維持」という回答が最も多い一方で、事業の拡大を考えている企業も一定程度存在して

いることが明らかになっている。そこで、直接輸出企業、間接輸出企業、直接又は間接輸出を行っ

ていない企業それぞれの、今後の事業展開についての考え方を規定する要因について、決定木を用

いた多層的な分類により明らかにすることを試みる。まず、直接輸出を行っている製造業の企業に

ついて、今後の事業展開についての考え方を「直接海外に進出してビジネスを行いたい」、「直接輸

出の拡大を目指していきたい（新たな輸出先の開拓によるもの及び既存輸出先への輸出の増加によ

るものの両方を含む）」、「現状維持」、「直接輸出は縮小していく予定」の 4 類型とし、それを規定

する要因として、輸出先の国・地域の数、輸出先の地域（中国、NIEs、アジア新興国（タイ、イン

ドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム、インド）、米国、米国以外の欧米、ラテンアメリカ

及びオセアニア、中東、アフリカ）、直接輸出を開始した理由、今後の海外展開における課題、売上

高、従業員数を用いて決定木による分類を行った結果が第 II-2-3-17図である。 

同図より、まず、直接輸出を開始した理由として輸出先の市場規模の成長性を挙げている企業や、

輸出先の市場規模の成長性は挙げていないものの国内の市場規模の成長が見込めないことを挙げ

ている企業では、「直接海外に進出してビジネスを行いたい」及び「直接輸出の拡大を目指していき

たい」といった今後の海外事業の拡大に対して前向きな回答をした企業が 8割以上を占めていたこ

とが確認された。次に、直接輸出を開始した理由として輸出先の市場規模の成長性及び国内の市場

規模の成長が見込めないことを挙げておらず、今後の海外展開を行う上での課題認識として信頼で

きるサプライチェーンの構築の必要性を挙げている企業のうち、売上高が約 12 億円未満の企業で

は、今後の海外事業の拡大に対して前向きな回答をした企業が 8割程度を占めていた一方で、売上
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高が約 12億円以上の企業では、今後の海外事業の拡大に対して前向きな回答をした企業は 4割程

度にとどまり、現状維持と回答した企業が 5割程度を占めていることが確認された。さらに、直接

輸出を開始した理由として輸出先の市場規模の成長性及び国内の市場規模の成長が見込めないこ

とを挙げておらず、かつ今後海外展開を行う上での課題認識として信頼できるサプライチェーンの

構築の必要性を挙げていない企業のうち、米国以外の欧米地域の国へと輸出を行っていない企業や、

米国以外の欧米地域の国へと輸出を行っている売上高が約 12 億円以上の企業では、今後の海外事

業に対して現状維持と回答した企業が 7割程度を占めていた一方で、米国以外の欧米地域の国へと

輸出を行っている売上高が約 12 億円未満の企業では、今後の海外事業の拡大に対して前向きな回

答をした企業が 6割程度を占めていたことが確認された。 

以上より、直接輸出を行っている製造業の企業のうち、成長性の高い市場でのビジネスの展開を

目的として直接輸出を開始した企業では、主に直接輸出の拡大を通じた今後の海外事業の拡大を考

えている傾向が強いことが示唆された。また、輸出開始の際に市場の成長性は重視していなかった

ものの、今後の海外展開の課題として信頼できるサプライチェーンの構築の必要性を挙げている、

売上高の規模が 10 億円程度を下回る企業は、今後の海外事業の拡大を考えていることから、こう

した課題を挙げている可能性があることが示唆された。なお、今後の海外事業の拡大を考えている

企業のうち、直接海外に進出してビジネスを行うことを考えている企業と直接輸出の拡大を目指し

ている企業の間に際立った特徴の差異は見られないことが明らかになった。一方で、輸出開始の際

に市場の成長性を重視しておらず、かつ、今後の海外展開の課題として信頼できるサプライチェー

ンの構築を挙げていない企業や、売上高の大きい企業では、今後の海外事業は現状維持と考えてい

る傾向が強いことが示唆された。 

第 II-2-3-17 図 直接輸出企業の今後の事業展開についての考え方の回答別の特徴 

 

備考：目的変数を今後の事業展開についての考え方（海外への直接進出、直接輸出の拡大、現状維持、縮小予定）、説明変数

を輸出先国・地域の数、輸出先の国・地域（中国、NIEs（香港、韓国、台湾、シンガポール）、アジア新興国（タイ、インドネ

シア、マレーシア、フィリピン、ベトナム、インド）、米国、米国以外の欧米諸国、ラテンアメリカ及びオセアニア、中東、アフリカ（複

数選択可））、直接輸出を開始した理由（複数選択可）、海外展開を行う上での課題認識（複数回答可）、売上高、従

業員数とする。決定木による分類の実施にあたっては、cp（複雑さのパラメータ）を 0.01、最大の深さを 5、分岐を実施する最

小の個体数を 20、各分類に存在する最小の個体数を 10 とし、分岐点の計算にはジニ係数を用いている。 

資料： 株式会社東京商工リサーチ「令和 5 年度我が国企業の海外展開の実態及び課題に係るアンケート調査」から作成。 
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 次に、間接輸出を行っている製造業の企業について、今後の事業展開についての考え方を「直接

海外に進出してビジネスを行いたい・間接輸出を直接輸出に切り替えたい」、「間接輸出による販路

拡大を目指していきたい」、「現状維持」、「間接輸出は今後縮小していく予定」の 4類型とし、それ

を規定する要因として、間接輸出先の国・地域の数、間接輸出先の地域（中国、NIEs、アジア新興

国（タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム、インド）、米国、米国以外の欧米、

ラテンアメリカ及びオセアニア、中東、アフリカ）、直接輸出を行っていない理由、輸出のタイプ

（何次の間接輸出企業か）、売上高、従業員数を用いて決定木による分類を行った結果が第 II-2-3-

18図である。 

 同図によると、まず、直接輸出を行っていない理由として「必要な情報・ノウハウの不足」を挙

げており、「生産・供給能力を確保できない」ことを挙げていない、売上高が約 7,400 万円以上の

企業では、今後の事業展開について、「直接海外に進出してビジネスを行いたい・間接輸出を直接輸

出に切り替えたい」又は「間接輸出による販路拡大を目指していきたい」と回答しており、今後の

事業拡大を考えている企業が約 7割を占めていることが確認された。次に、売上高が約 7,400万円

以上であり、直接輸出を行っていない理由として「必要な情報・ノウハウの不足」及び「生産・供

給能力を確保できない」ことを挙げている企業のうち、直接輸出を行っていない理由として「直接

輸出による収益よりもコスト・リスクの方が大きい」ことを挙げていない企業では、今後の事業拡

大を考えている企業が約 7割を占めていることが確認された一方で、直接輸出を行っていない理由

として「直接輸出による収益よりもコスト・リスクの方が大きい」ことを挙げている企業では、今

後の事業拡大を考えている企業は約 4割にとどまり、今後の事業展開を現状維持と考えている企業

が約 6割を占めていることが確認された。また、直接輸出を行っていない理由として「必要な情報・

ノウハウの不足」を挙げており、売上高が約 7,400万円未満である企業では、今後の事業展開を現

状維持と考えている企業が約 8割を占めていることが確認された。さらに、直接輸出を行っていな

い理由として「必要な情報・ノウハウの不足」を挙げていない企業のうち、間接輸出先が NIEsで

無い企業では、今後の事業展開を現状維持と考えている企業が約 8割を占めていることが確認され

た。最後に、直接輸出を行っていない理由として「必要な情報・ノウハウの不足」を挙げておらず、

間接輸出先が NIEsである企業のうち、売上高が約 6.3億円未満である企業では、今後の事業展開

を現状維持と考えている企業が約 7割を占めており、また、売上高が約 6.3億円以上であり、従業

員数が 127 人以上の企業では、今後の事業展開を現状維持と考えている企業が約 8 割を占めてい

ることが確認された一方で、売上高が約 6.3億円以上で、従業員数が 127人未満の企業では今後の

事業拡大を考えている企業が約 6割を占めていることが確認された。 

 以上より、間接輸出を行っている製造業の企業においては、売上高が一定程度大きい企業のうち、

直接輸出の実施のための情報・ノウハウの不足により直接輸出を行っておらず、直接輸出の実施に

向けた生産・供給能力の確保が困難であると感じてはいない企業や、直接輸出による収益よりもコ

スト・リスクの方が大きいと感じてはいない企業、また、NIEs への間接輸出を行っている従業員

数の少ない企業では、主に間接輸出の拡大により今後の事業拡大を目指していきたいと考えている

傾向が強いことが示唆された。なお、直接輸出への切り替えや直接海外に進出することによる事業

拡大を考えている企業は非常に限定的ではあるものの、用いた変数にはそれらの企業のみに観察さ

れる傾向は存在しないことが示唆された。一方で、直接輸出の実施のための情報・ノウハウの不足

により直接輸出を行っていない企業のうち売上高が小さい企業や、直接輸出の実施のための情報・

ノウハウの不足を感じていない企業のうち、NIEs への間接輸出を行っている売上高及び従業員数
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の大きい企業や、NIEs への間接輸出を行っていない企業では、今後の事業展開を現状維持と考え

ている傾向が強いことが示唆された。 

 

 

第 II-2-3-18 図 間接輸出企業の今後の事業展開についての考え方の回答別の特徴 

 

備考：目的変数を今後の事業展開についての考え方（海外への直接進出及び直接輸出の拡大、間接輸出の拡大、現状維持、縮

小予定）、説明変数を間接輸出先の国・地域（中国、NIEs（香港、韓国、台湾、シンガポール）、アジア新興国（タイ、イン

ドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム、インド）、米国、米国以外の欧米諸国、ラテンアメリカ及びオセアニア（複数選択

可））、直接輸出を行っていない理由（複数選択可）、売上高、従業員数、輸出のタイプ（何次の間接輸出か）とする。決

定木による分類の実施に当たっては、cp（複雑さのパラメータ）を 0.01、最大の深さを 4、分岐を実施する最小の個体数を 20、

各分類に存在する最小の個体数を 10 とし、分岐点の計算にはジニ係数を用いている。 

資料： 株式会社東京商工リサーチ「令和 5 年度我が国企業の海外展開の実態及び課題に係るアンケート調査」から作成。 

 

最後に、輸出を行っていない製造業の企業について、今後の事業展開についての考え方を「海外

向け事業も行いたい」、「国内向け事業の拡大を目指していきたい」、「現状維持」、「事業を今後縮小

していく予定」の 4類型とし、それを規定する要因として、直接輸出を行っていない理由、間接輸

出を行っていない理由、売上高、従業員数を用いて決定木による分類を行った結果が第 II-2-3-19図

のとおりである。 

 同図によると、間接輸出を行っていない理由として、「販売先・納入先（商社等）が見つからな

い」ことを挙げている製造業の企業のうち、直接輸出を行っていない理由として「直接輸出による

収益よりもコスト・リスクの方が大きい」ことを挙げている企業では、今後の事業展開について「海

外向け事業も行いたい」と考えている企業が約 2 割、「国内向け事業の拡大を目指していきたい」

と考えている企業が約 5割を占めている一方で、直接輸出を行っていない理由として「直接輸出に

よる収益よりもコスト・リスクの方が大きい」ことを挙げていない企業では、今後の事業展開につ

いて「海外向け事業も行いたい」と考えている企業が約 6 割、「国内向け事業の拡大を目指してい

きたい」と考えている企業が約 3割を占めていることが確認された。 

間接輸出を行っていない理由として、「販売先・納入先（商社等）が見つからない」ことを挙げて

おらず、売上高が約 1.1億円以上である企業のうち、直接輸出を行っていない理由として「必要な
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情報・ノウハウの不足」を挙げている企業では、今後の事業展開について「海外向け事業も行いた

い」と考えている企業が約 1 割、「国内向け事業の拡大を目指していきたい」と考えている企業が

約 6割を占めていることが確認された。 

間接輸出を行っていない理由として、「販売先・納入先（商社等）が見つからない」ことを挙げて

おらず、売上高が約 1.1億円以上であり、直接輸出を行っていない理由として「必要な情報・ノウ

ハウの不足」を挙げていない企業のうち、直接輸出を行っていない理由として「投資余力・資金の

不足」を挙げている企業では今後の事業展開について「海外向け事業も行いたい」と考えている企

業が約 1割、「国内向け事業の拡大を目指していきたい」と考えている企業が約 7割を占めている

一方で、直接輸出を行っていない理由として「投資余力・資金の不足」を挙げていない企業では、

今後の事業展開について「国内向け事業の拡大を目指していきたい」と考えている企業が約 4 割、

「現状維持」と考えている企業が約 5割を占めていることが確認された。 

間接輸出を行っていない理由として、「販売先・納入先（商社等）が見つからない」ことを挙げて

おらず、売上高が約 1.1億円未満である企業では、今後の事業展開について「現状維持」と考えて

いる企業が約 6割を占めていることが確認された。 

 以上より、輸出を行っていない製造業の企業においては、間接輸出を実施していない理由として

「販売先・納入先（商社等）が見つからない」ことを挙げており、「直接輸出による収益よりもコス

ト・リスクが大きい」と感じていない企業では、今後の事業展開として海外向け事業も行いたいと

考えている傾向が強いことが示唆された。また、間接輸出を実施していない理由として「販売先・

納入先（商社等）が見つからない」ことを挙げており、直接輸出を実施していない理由として「直

接輸出による収益よりもコスト・リスクが大きい」ことを挙げている企業や、間接輸出における「販

売先・納入先（商社等）が見つからない」と感じておらず、売上高の大きい企業のうち、直接輸出

を行っていない理由として直接輸出の実施に「必要な情報・ノウハウの不足」又は「投資余力・資

金の不足」を挙げている企業では、今後の事業展開として国内向け事業の拡大を目指していきたい

と考えている傾向が強いことが示唆された。一方で、間接輸出における「販売先・納入先（商社等）

が見つからない」と感じていない企業のうち、直接輸出の実施に「必要な情報・ノウハウの不足」

及び「投資余力・資金の不足」を感じていない売上高の大きい企業や、売上高の小さい企業では、

今後の事業展開として現状維持を考えている傾向が強いことが示唆された。 
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第 II-2-3-19 図 輸出を行っていない企業の今後の事業展開についての考え方の回答別の特徴 

 

備考：目的変数を今後の事業展開についての考え方（海外向け事業の実施、国内向け事業の拡大、現状維持、縮小予定）、説

明変数を、直接輸出を行っていない理由（複数選択可）、直接輸出を行っていない理由（複数選択可）、売上高、従業員

数とする。決定木による分類の実施に当たっては、cp（複雑さのパラメータ）を 0.01、最大の深さを 5、分岐を実施する最小の

個体数を 20、各分類に存在する最小の個体数を 10 とし、分岐点の計算にはジニ係数を用いている。 

資料：株式会社東京商工リサーチ「令和 5 年度我が国企業の海外展開の実態及び課題に係るアンケート調査」から作成。 

 

  




